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防災気象情報の伝え方の改善策と推進すべき取組【概要】
「平成30年７月豪雨」では、気象庁や関係機関からの防災気象情報の発表や自治体からの避難の呼びかけが行われて
いたものの、それらが必ずしも住民の避難行動に繋がっていなかったのではないか、との指摘があった。
「防災気象情報の伝え方に関する検討会」では、大雨時の避難等の防災行動に役立つための防災気象情報の伝え方に
ついて課題を整理し、その解決に向けた改善策をとりまとめた。

気象庁では、河川や砂防等の関係部局との緊密な連携のもと、推進すべき取組に沿って可能なものから取組を推進。
＜今後に向けて＞

＜改善策と推進すべき取組＞
１．危機感を効果的に伝えていく
対応１-１市町村の防災気象情報等に対する
一層の理解促進
～避難勧告等の発令判断を支援する取組～
「あなたの町の予報官」の新規配置
「気象防災アドバイザー」の一層の活用
「気象防災ワークショップ」の一層の推進 等

対応１-２住民の防災気象情報等に対する一層
の理解促進
～「自助・共助」を強化する取組～
地域防災リーダーの育成支援
報道機関・気象キャスター、大規模氾濫減災
協議会等と連携した普及啓発・訓練等の推進

対応１-３ 記者会見やホームページ、SNSの活用
等、広報のあり方の改善
住民自らが我が事感をもって利活用できるよう、
広報のあり方を改善
地域に密着した情報発信の強化
訪日外国人等のためホームページを多言語化

２．防災気象情報を使いやすくする
対応２-１ 土砂災害の「危険度分布」の高解像度化
対応２-２ 「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善

対応２-３ 「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始
対応２-４ 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

４．大雨特別警報への理解促進等
対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知・広報
の強化と記者会見等での発表可能性への言及

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上
現行の大雨特別警報の位置づけ・役割の下で発表基準を見直す。

３．防災情報を分かりやすくシンプルに伝えていく
対応３ 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進
中央防災会議WGの方針に基づき、関係機関と連携して各防災気象情報について警戒レベルとの対応付けを明確にして分かりやすく発表。あわせて、
各情報にキーワードやカラーコード等を付すことを検討。


